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広島高裁控訴審 進行協議期日 報告集会

審査合格
原子力規制委員会

92026.

（開場13:30）

14:00
広島弁護士会館３Fホール

日時

場所

.9

参加費

無料

オンラインZOOM参加できます

水

※事前予約は不要です。お名前の表示をお願いします。
ミーティング ID: 285 305 0883 パスコード : 1H4SCV

の は原発
に安全 ？ホント なの

～16:00

進行協議とは
裁判所と双方の弁護団が裁判の進行につ
いて協議する非公開の会議です。
なお９月９日は14:30から進行協議が
行われます。法廷にて一般公開して行わ
れる口頭弁論は開かれません。

どなたでもご参加できます。みなさまぜひご参加ください！

14：00～ 15：00
控訴人団プレゼンテーション

15：00頃～ 16：00頃
控訴人弁護団

原発は規制基準に適合していても
重大事故を起こし得る

進行協議の報告
今後の裁判をどう戦うか



（伊方原発広島裁判事務局）

規制基準に適合しても
原発は「安全」ではない

（広島原爆被爆者） （福島原発ひろしま訴訟・原告団長）

広島地裁判決の誤り
2025年3月5日、広島地裁は、原発災害から生命と健康を
守るために四国電力伊方原発の運転差止を求める私たちの訴
えを退ける判決を出しました。
広島地裁判決は、「原子力規制委員会が新規制基準に適合し

ていると確認・判断してこれを許認可している場合には、社会
的に許容される程度の安全性が確保されている」として、伊方
原発敷地を襲う可能性のある地震動の過小評価、火山噴火の
影響の過小評価、水蒸気爆発の可能性について重要な実験結
果が参照されていないことなど、原告側が主張した、規制基準
の不備や規制基準に基づく審査の不備を、ことごとく否定しま
した。原告側が主張した避難計画の不備に至っては、「原子力
規制委員会が新規制基準に適合していると判断したことに
よって安全性が確保されているのだから、避難計画は検討する
までもない」として、検討すら行いませんでした。
しかし、「原子力規制委員会が新規制基準に適合していると
確認・判断して許認可している場合には、社会的に許容される
程度の安全性が確保されている」という広島地裁判決の認識
は、誤りです。

規制基準に適合しても
原発は「安全」ではない
浜岡原発の不正を原子力規制委員会が見抜くことができ
ず、内部告発によってはじめて不正が知られた事実をご存じの
みなさまは、「原子力規制委員会が新規制基準に適合している
と判断したら『安全』」とは決して言えないことを、実感として
納得されるのではないでしょうか。しかしそれ以前に、2011
年の福島原発事故の後につくられた原子力規制委
員会の新規制基準はそもそも、「原発の重大事故は
起こる可能性がある」すなわち「規制基準に適合し
ようがしまいが、原発は『安全』ではない」というこ
とを前提としているのです。
日本の原発規制行政においては、「安全」という
言葉は「重大事故（炉心の著しい損傷など）を起こさな
い」という意味で使われています。福島原発事故以前
は、規制基準に適合している原発は「重大事故を起こさない」
とされていました。これが「原子力安全神話」です。しかし、福
島原発事故によって規制基準に適合している原発も重大事故
を起こし得ることが証明されてしまいました。福島原発事故以
後につくられた新規制基準は、原発は「重大事故を起こし得
る」ことを前提とせざるを得なくなったのです。

「安全」でない原発を
運転するための欺瞞
ところで不可解なことは、広島地裁判決が「安全」という言
葉の代わりに「社会的に許容される程度の安全性」という言
葉を使っていることです。これはいったいどういうことなの
でしょうか？「安全」が担保されなくても、「社会的に許容され
る程度の安全性」が確保されれば、原発を運転してよいので
しょうか？「社会的に許容される程度の安全性」とはいったい
何なのでしょうか？
原子力規制委員会は「実用発電用原子炉に係る新規制基準
の考え方について」という文書の中で、原発の「安全目標」
（「安全目標は、基準ではなく規制を進めていく上で達成を目指す目標である」

と原子力規制委員会はわざわざことわっています）を、「事故時のセシウ
ム137の放出量が100テラ（＝兆）ベクレルを超えるような
事故の発生頻度は、テロ等によるものを除き100万炉年に１
回程度を超えないように抑制されるべきであること」として
います。「100万炉年に1回程度」という発生頻度の計算方法
の信頼性も問題ですが、ここには「事故時のセシウム
137の放出量が100テラベクレル」以下の重大
事故は問題にならない、という原子力規制委員会
の見解が示されています。
福島原発事故でのセシウム137の放出量は10000テラ
ベクレル程度とされています。「100テラベクレルは
10000テラベクレルの100分の1だから問題ない。100テ
ラベクレル以下のセシウム137の放出なら、社会的に許容さ
れる程度の安全性は確保されている」と、果たしてみなさま
はお考えになるでしょうか？
しかし、原子力規制委員会も実は、「『安全』ではない原発の
運転を許可する」責任は持てないのです。だから、原子力規制
委員会は「再稼働の許可」は行いません。では、どういう条件
が整えば原発は再稼働できるのでしょうか？　実は、原子力
災害対策指針で「原子力災害対策重点区域」に指定されてい
る、原発から30km圏内の自治体の同意は原発再稼働の必須
条件です。しかし現在は、30km圏内自治体が、審査基準もな
く実効性も担保されない避難計画を内閣府に提出しさえす
れば、「同意」は完了するという、欺瞞に満ちたやり方で原発
再稼働の手続きが完了することになっているのです。

福島原発事故という大き過ぎる犠牲の上にようやく、日本
の原発規制行政が「原発の重大事故は起こる可能性がある」
という現実に即した立場を取るようになったことの意味を、
軽視してはならないでしょう。


